
鹿児島工業高等専門学校優秀教員表彰規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、管理運営、地域社会への貢献を含み、学生教育を中心とする分野にお

いて、顕著な功績を挙げている教員を表彰するとともに、表彰を通じて鹿児島工業高等専

門学校（以下「本校」という。）における教育の充実及び向上を目指すものである。 

 

（表彰部門） 

第２条 表彰部門として、一般部門と若手部門を設け、次のとおりとする。 

(1) 一般部門 

当該年度の 10月１日現在で本校における勤務年数が５年を超える教員 

(2) 若手部門 

当該年度の 10月１日現在で本校における勤務年数が３年を超え、かつ、当該年度の

年度末における年齢が 40歳以下の教員 

ただし、国立高等専門学校における勤務期間中に、育児休業等の期間（独立行政法人

国立高等専門学校機構教職員の労働時間、休暇等に関する規則（機構規則第９号）第24

条第１項第六号及び第七号の期間、独立行政法人国立高等専門学校機構船員の労働時

間、休暇等に関する規則（機構規則第10号）第22条第六号及び第七号の期間、独立行政

法人国立高等専門学校機構教職員の育児休業等に関する規則（機構規則第19号）により

育児休業をした期間及び独立行政法人国立高等専門学校機構教職員の介護休業等に関す

る規則（機構規則第20号）により介護休業をした期間をいう。以下同じ。）がある者に

あっては、下表の左欄に掲げる当該期間の合計年数に応じ、「年齢が40歳以下」の字句

を下表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

育児休業等の期間の合計年数 読み替える字句 

１年以上２年未満 年齢が41歳以下 

２年以上３年未満 年齢が42歳以下 

３年以上 年齢が43歳以下 

 
 

 

（表彰基準） 

第３条 表彰は、次に掲げる活動分野において顕著な功績があったと認められる者とする。

若手部門では特に、今後一層の功績を挙げることが期待される者を重視する。 

(1) 教育活動 

(2) 学生生活指導 

(3) 教育・研究を通じた社会への貢献 



(4) 管理運営（一般部門の表彰に限る。） 

２ 前項の規定にかかわらず、過去に独立行政法人国立高等専門学校機構教職員懲戒規則

（機構規則第 30号）に定める懲戒処分又は訓告等を受けた者は以下各号の定める期間に

おいて表彰対象から除外する。 

（1）懲戒処分を受けた者については、当該懲戒処分を受けた年度から翌年度を起算とし、

７年を経過した年度まで 

（2）訓告等を受けた者については、当該訓告等を受けた年度から翌年度を起算とし、２年

を経過した年度まで 

 

（選考委員会） 

第４条 各表彰部門の候補者の採点及び審査並びに表彰候補者の選考を行うために選考委

員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。 

(1) 校長 

(2) 副校長 

(3) 校長補佐 

(4) 事務部長 

(5) その他校長が必要と認めた者 

３ 委員会に委員長を置き、校長をもって充てる。 

 

（選考方法） 

第５条 委員会は、毎年教員から提出された自己点検票（その２）について、別に定める 

基準に基づき、採点を行う。 

２ 委員会は採点結果に基づき、それぞれ各部門上位者の中から若干名を選考するものと

する。 

 

（被表彰者の決定） 

第６条 校長は、前条の選考結果に基づき、表彰者を決定する。 

 

（表彰の方法） 

第７条 表彰は、校長が表彰状を授与して行う。なお、記念品を授与することができる。 

 

（雑則） 

第８条 この規則に定めるもののほか、教員表彰に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 



附 則 

１ この規則は、平成 30年４月１日から施行する。 

２ 鹿児島工業高等専門学校教育研究表彰規則（平成 13年 11月 16日制定）及び鹿児島

工業高等専門学校教育研究表彰基準（平成 15年６月２日制定）は廃止する。 

 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、令和６年 11月６日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 


